
 

 

 

 
平成 23年 1月 12日 

各   位 

会 社 名 東京日産コンピュータシステム株式会社

代 表 者 名 代表取締役社長 齊 藤  学

  (ＪＡＳＤＡＱ・コード ３３１６)

問 合 せ 先 総務・ＩＲ部長 兼 子 裕 道

電 話 0 3－ 5 4 6 6－ 5 5 3 0 (代 表 )  

 

 

第三者調査委員会調査報告書の調査報告と過年度決算の訂正概要のお知らせ 

 

当社は、平成22年12月10日付け「第三者調査委員会の設置に関するお知らせ」で公表いたしましたとおり、過年度

決算の訂正のおそれがある事象に関し、第三者調査委員会を設置し、調査を進めてまいりました。 

この度、同調査委員会より報告書が提出されましたので、その要旨を本開示書面の後段にてご報告いたします。本

要旨には、報告原文と異なり、文中の社名および個人名はそれらの法人との契約の秘密保持および個人情報等を考慮

し匿名を使用しておりますが、同報告書の全容を伝えるに十分な記載内容がほぼ原文のまま全て記載されており、こ

れにより、同調査委員会の見解が網羅されていると考えます。 

 当社は、同調査委員会による調査の結果を受け、当社の監査法人であるアーク監査法人と協議した結果、平成22年

３月期に固定資産評価損として特別損失に計上した約134百万円について、その計上時期・計上金額の訂正及び関連事

項の訂正を下記のとおり行うことといたしましたのでお知らせいたします。 

 

記 

１． 調査報告書について 

（1） 第三者調査委員会の調査事項 

第三者調査委員会において平成 20年３月期及び平成 22年３月期の２つの会計処理を中心に調査が行なわれま

した。 

   ①【平成20年３月期】 

連結損益計算書に計上した減損損失約637百万円の計上時期の妥当性及び個別損益計算書に計上した関

係会社株式評価損約689百万円の計上金額の妥当性について 

 

   ②【平成22年３月期】 

連結・個別損益計算書に計上した固定資産（ソフトウェア）評価損約134百万円の計上時期及び計上金額

の妥当性について 

 

（2） 第三者調査委員会の調査事項に関する結論 

 第三者調査委員会は以下のとおり、当社及び関係取引先から開示された資料の検討並びに、当社役職員、その

他関係者に対しヒアリングを実施し、その信用性を慎重に検討いたしました。 

 その結果、上記の①～②については以下の内容の結論が調査報告書に記載されております。 

①【平成20年３月期】 

連結損益計算書に計上した減損損失約637百万円の計上時期の妥当性及び個別損益計算書に計上した関

係会社株式評価損約689百万円の計上金額の妥当性について 

「2．会計処理の経緯」に記載した会計処理の計上時期及び金額は、妥当である（第三者調査委員会報告

書の要旨４頁）。 

 

   ②【平成22年３月期】 

連結・個別損益計算書に計上した固定資産（ソフトウェア）評価損約134百万円の計上時期及び計上金額

の妥当性について 



 

 
 

固定資産評価損の計上時期及び計上金額とも妥当性を欠くと考える（第三者調査委員会報告書の要旨５

頁）。 

 

２． 過年度決算の訂正の内容について 

   上記１．（2）の第三者調査委員会による調査結果を受け、過年度決算の修正を行うことといたしました。 

   ①【平成20年３月期】 

 固定資産除却損の計上 211百万円 

 

   ②【平成21年３月期】 

 減価償却費訂正         3百万円 

 

   ③【平成22年３月期】 

 固定資産評価損の計上戻し 134百万円 

  

３． 過年度決算の修正による各年度の影響見込について 

過年度決算の修正による各年度の影響額については以下となる見込みであります。 

(単位：百万円) 

  連結   単体  
 訂正前 訂正後 影響額 訂正前 訂正後 影響額 

 売上高 9,121 9,121 0 7,307 7,307 0
 営業利益 258 250 △8 282 273 △8
 経常利益 263 254 △8 287 278 △8
 当期純利益 △580 △711 △130 △608 △738 △130
 純資産額 1,513 1,383 △130 1,514 1,384 △130

平成20年 
３月期 

 総資産額 3,482 3,351 △130 3,271 3,141 △130

 売上高 9,013 9,013 0 7,276 7,276 0
 営業利益 233 230 △3 243 240 △3
 経常利益 238 235 △3 248 245 △3
 当期純利益 33 31 △1 65 63 △1
 純資産額 1,485 1,353 △132 1,519 1,386 △132

平成21年 
３月期 

 総資産額 3,035 2,903 △132 2,894 2,761 △132

 売上高 7,572 7,572 0 6,493 6,493 0
 営業利益 146 143 △3 169 166 △3
 経常利益 150 147 △3 173 170 △3
 当期純利益 20 98 78 44 122 78
 純資産額 1,478 1,424 △54 1,535 1,481 △54

平成22年 
３月期 

 総資産額 3,083 3,029 △54 3,038 2,984 △54

 

４． 今後の対応について 

過年度決算の修正につきましては、現在確定及び修正作業を鋭意進めております。平成20年３月期から平成23

年３月期第２四半期までの有価証券報告書、四半期報告書の訂正報告書の提出及び、決算短信の訂正の発表につ

きましては１月下旬を目処に行う予定であります。 

 

株主、投資家および取引先をはじめ関係者の皆様には、多大なるご迷惑とご心配をおかけしますことを深くお詫び

申し上げます。 

 

以上 
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第三者調査委員会調査報告書の要旨 

 

第１．第三者調査委員会設置の経緯及び調査の目的 

１．第三者調査委員会設置に至る経緯 

東京日産コンピュータシステム株式会社（以下、「ＴＣＳ」という）は、過去に提出した有価証券報告書等に

おいて、固定資産評価損等の特別損失を計上したが、その計上時期、計上金額につき過年度決算の訂正

のおそれがある事象が社内調査により判明した。そのため、ＴＣＳでは、当該会計処理を解明するために、

専門的かつ客観的な見地から、発生事実の正確な把握、訂正のおそれがある会計処理の調査分析と改善

策の必要性を考慮して、ＴＣＳと利害関係を有しない外部の専門家から構成される第三者調査委員会の設

置を、平成22年12月10日開催の取締役会において決議した。 

 

当委員会が、ＴＣＳから調査依頼を受けた過年度の会計処理及び調査事項は、以下のとおりである。 

事業年度 会計処理 調査事項 

第20期 

自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日 

     

(1) 連結損益計算書に計上した減損

損失637百万円 

(2) 個別損益計算書に計上した関係

会社株式評価損689百万円  

(1) 減損損失及び関係会社株式評

価損の計上時期の妥当性 

(2) 減損損失及び関係会社株式評

価損の計上金額の妥当性 

第22期 

自 平成21年４月１日 

至 平成22年３月31日 

連結・個別損益計算書に計上した固

定資産（ソフトウェア）評価損134百万

円  

(1) 固定資産評価損の計上時期の

妥当性 

(2) 固定資産評価損の計上金額の

妥当性 

 

２．当委員会の構成 

当委員会の構成は、次のとおりである。 

委員長   弁 護 士   岸    巖 

委 員   公認会計士   澤村 廣一 

委 員   公認会計士   岩田 一喜 

当委員会は、情報システムに精通した補助者として、齋藤 毅（公認会計士 システム監査技術者）を

選任した。なお、各委員及び補助者は、ＴＣＳとの間に何ら特別な利害関係を有していない。 

 

３．当委員会の任務 

当委員会の任務は以下のとおりである。 

(1) 当委員会の任務は、本件に関して、関係資料の分析及び関係当事者への直接のヒアリングを行うこ

とにより、本件の事実関係の解明を行い、「１．第三者調査委員会設置に至る経緯」に記載した調査事

項について意見を表明することである。なお、第一次的には、「１．第三者調査委員会設置に至る経

緯」に記載した事項の調査であるが、その会計取引が生じた経緯、動機、背景及びガバナンス上の問

題点を含む内部統制の状況等に及ぶ。 

 

(2) 関与当事者の責任の有無や社内処分の当否は当委員会の任務とはされない。 

 

(3) 当委員会が報告書において提言している会計処理の方向性、問題点に対する今後の施策は、Ｔ       

ＣＳの判断を拘束するものではない。これらは、関係法令や監督当局等からの指示等に基づいて、最

終的にはＴＣＳの判断において行うべきものである。 
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第２．調査対象及び調査の実施方法 

１．調査対象 

当委員会による調査対象は、「第１． 第三者調査委員会設置の経緯及び調査の目的 １．第三者調査

委員会設置に至る経緯」に記載した過年度の会計処理である。 

 

２．調査の実施方法 

当委員会による調査の実施方法は、以下のとおりである。 

(1)  本件の関係当事者（社内外含む）へのヒアリング（電話によるヒアリングを含む） 

本件に関するヒアリングの内容は、以下のとおりである。 

実施期間 平成22年12月13日（月）～平成22年12月24日（金） 

ＴＣＳ 取締役１名、監査役１名、従業員３名 

前任監査法人 社員１名、公認会計士１名 

システム開発会社 Ａ株式会社（以下、「Ａ社」という） 元従業員１名 

対象者 

システム開発会社 株式会社Ｂ（以下、「Ｂ社」という） 取締役１名、従業員１名 

尚、当委員会は、Ａ社の社長にヒアリングを実施するため弁護士を通じ連絡を取ったが、現在Ａ社

及びＡ社の社長個人の破産宣告の申立をする準備中であり、かつ、本人から病気を理由に面談を断

られた。その為に当委員会の調査に支障が生じることはない。 

 

（2） 本件の関係書証の検証 

本件に関して、検証した主要な関係書証は、以下のとおりである。 

全般 取締役議事録、稟議書 

のれんの減損 企業評価関連書類、契約書関連書類、中期計画書 予算・実績分析関連書類

等 

固定資産評価損 基幹システム再構築プロジェクト議事録、システム開発会社作成物（ドキュメン

ト・要件定義書・設計書・成果物等） 

 

第３．「減損損失及び関係会社株式評価損」の会計処理について 

１．取引の経緯 

ＴＣＳは、平成16年７月頃から、パソコン等の製品販売において、利益率の減少の兆候があり、成長に必

要な利益を確保できないと予測されたため、新規事業の検討を開始した。また、平成16年３月にジャスダッ

ク（現大阪証券取引所）市場に株式公開をしており、そのため投資家にとって、魅力のある事業展開の必

要性もあった。 

そこで、ＴＣＳは、新規事業として、システム開発者、システム運用者など情報システム関連の人材派遣

事業への進出を検討するようになった。既にＴＣＳの顧客に対して、一部自社の社員を常駐させ、システム

運用等を行っていた。ＴＣＳは、情報関連の製品販売を通じて、顧客基盤があり、その顧客を中心に、情報

システム関連の人材派遣を行うことで、今まで以上に、顧客との関係が密接になり、収益も向上すると考え、

特定派遣の届出や一般派遣事業の認可取得に向け、平成17年１月に新組織「事業開発」を立上げた。 

平成17年２月頃、Ｇ証券株式会社（以下、「Ｇ社」という）からＴＣＳに対しＣ株式会社（以下、「Ｃ社」という）

の情報システム事業と人材派遣事業とを一括して売却する話があった。その後、C社のビジネス戦略上の

事情により、人材派遣事業のみの売却に変更となった。 

ＴＣＳは、Ｇ社からの話を元に、情報システム関連の人材派遣事業とシナジー効果があると思われる技術

及び一般事務派遣事業の進出を検討し、Ｇ社をファイナンシャルアドバイザーとして、C社の人材派遣事業

の取得の話を進め、平成17年12月21日に株式譲渡契約を締結し、平成18年３月１日に、C社から人材派遣

事業を会社分割した株式会社キャリアセンター（以下、「ＣＣ」という」の株式を取得するスキームで買収が行

われた。 

ＣＣの株式購入価額は870百万円で、株式取得時点でのＣＣの簿価純資産が155百万円であることから、

差額が714百万円であった。この差額は、ＴＣＳが投資したＣＣの超過収益力（以下、「のれん」という）となる。
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その結果、ＴＣＳは、毎事業年度末に、のれんを検証し、毀損している場合には、減損処理の検討が必要

になった。 

 

２．会計処理の経緯 

ＣＣの業績は、以下のように、推移した。 

平成19年３月期（第２期） 平成20年３月期（第３期） 項目 

計画 実績 計画 実績 

売上 2,020百万円 1,771百万円 1,940百万円 1,850百万円

販売費および一般管理費 302百万円 295百万円 301百万円 309百万円

営業損益 54百万円 12百万円 36百万円 11百万円

ＴＣＳは、「１．取引の経緯」に記載したとおり、ＣＣの株式を取得した平成18年３月１日以降、毎事業年度 

末に、ＣＣののれんの検証をしなければならなかった。 

(1) ＣＣの第１期事業年度は、平成18年３月１日から平成18年３月31日までの1ヶ月であったため、第２期

である平成19年３月期が、ＴＣＳの子会社として、CCが1年間、経営を行った実質的な第１期となる。Ｃ

Ｃは第２期の事業計画を平成18年３月に立案し、営業利益を54百万円に策定した。しかし、最終的に

は、営業利益は12百万円と、予算を達成できなかった。理由としては、新会社として稼動するための準

備作業に手間どり、当初予定していた営業部員増員等の営業施策が実施できなかったことで、計画

通りの売上が進まず新会社にかかるコストを吸収できなかったことによるものである。 

ＴＣＳは、計画未達の理由が、当初の営業施策を遂行できなかったことであることと、実質１年目の

稼動であり、営業利益も確保していたことから、減損の兆候があるとは認識していなかったが、平成19

年３月期に、前任監査法人と、ＣＣの超過収益力と減損の必要性の有無についての検討を行った。検

討にあたり、平成19年２月９日にＣＣが作成した中期計画を使用した。この計画によれば、のれんの残

存償却年数19年間の割引前キャッシュフローの合計が子会社株式の帳簿価額（連結上はのれん）を

超えており、減損は行っていない。計算内容は、以下のとおりである。 

① 割引前キャッシュフロー（営業利益とし減価償却は考慮していない）の合計 

今後１～４年間の営業利益合計 197百万円 

今後５～19年間の営業利益合計 1,005百万円 

計 1,202百万円 

*５年以降は、67,000千円の営業利益が継続するものとする。 

② 平成19年３月31日のCCの購入価額とCCの純資産の超過額 

ＴＣＳのCC購入価額 870百万円 

平成19年３月31日現在CC純資産 169百万円 

差額 700百万円 

①＞②となっているため、減損を行っていない。 

 

(2) ＴＣＳは、平成20年３月期に、平成19年３月期と同様に、前任監査法人と、減損の検討を         

行っている。ＣＣの平成20年３月期の業績は、事業計画から２期連続して大きく乖離しており、平成19

年２月９日作成の中期計画の営業利益、それを見直しした平成19年10月16日作成の中期計画の営

業利益（見込）とも乖離していた。実績と予算との乖離の状況は以下のとおりである。 

 平成20年３月期 

実績 

平成19年２月９日 

中期計画 

平成19年４月 

年間事業計画 

平成19年10月16日

中期計画（見込） 

営業利益 11百万円 32百万円 36百万円 35百万円

上半期業績はほぼ計画通りに進捗して営業利益10百万円を確保したが、下半期の業績が売上高

で100百万円の大幅未達成となり、営業利益で１百万円しか残すことができなかった。 

その要因としては、稼動スタッフの減少であり、特にC社の親会社（以下、「D社」という）を核とした高

単価の技術派遣スタッフの減少が売上・収益に大きく影響した。 

その結果、前任監査法人は、 
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・平成19年３月期、平成20年３月期と２期連続して営業利益の計画と実績に乖離があること 

・平成20年３月期には、実績が営業利益11百万円に対し、事業計画の営業利益36百万円と25百

万円も乖離があること、又上半期より下半期での業績が悪化していること 

・ＴＣＳの子会社として２年間経営をし、ＣＣの次年度以降の収益力が厳しいと判断できること 

・人材派遣事業の競争環境も一層厳しくなってきていること（特に収益性の高い技術派遣が月10

名以上減少している。） 

・外部環境として、偽装請負・二重派遣などコンプライアンスの問題発生を回避するため、派遣の

受入れについて、顧客が慎重になり、環境が急激に悪化したこと 

から、平成19年10月16日に作成した中期計画の平成21年３月期以降の営業利益数値は、現状推移

から考慮すると、大変厳しいものであり、前任監査法人は、ＣＣののれんは大きく毀損していると判断し

た。ＴＣＳは、前任監査法人の指導に従い、連結上はのれんを全額減損損失として、個別上は平成20

年３月期におけるＣＣの帳簿上の純資産を超える金額を関係会社株式評価損として計上した。 

 

３．第三者調査委員会としての見解 

(1) 減損損失及び関係会社株式評価損の計上時期と計上金額について 

「２．会計処理の経緯」に記載した会計処理の計上時期及び計上金額は、妥当である。 

 

(2)  (1)の結論に至った理由 

① 平成19年３月期は、「２．会計処理の経緯」で記載したように、ＴＣＳの子会社として、ＣＣが１年間、 

経営を行った実質的な第１期となる。C社の社員が１名、ＣＣの役員として就任している。しかし、他の

役員は、ＴＣＳの役員と兼務であった。 

そのため、ＣＣの事業運営も手探りの状況であり、第２期以降、事業が軌道にのれば、ＣＣののれん

は回収できるとし、ＴＣＳが、減損の存在を相当程度に確実であると判断しなかったことは妥当と考え

る。 

② 平成20年３月期は、平成19年３月期にＣＣが想定した以上に外部環境に変化が生じている。ＣＣ  

は、平成19年３月期時点では、D社関係の売上が継続するとして、その収益を確保しながら、新規の

顧客拡大で一般事務の派遣売上を伸ばす事業拡大を考えていた。しかし、平成20年３月期におい

ては、下期よりD社関係の売上が急激に減少しており、平成20年３月期の減損の検討に際しては、現

在の事業環境から将来の損益状況及び今後の見通し等勘案した結果、純資産価値の短期回復が

困難との判断に至り、全額償却した事は妥当と考える。 

③ 「第３．「減損損失及び関係会社株式評価損」の会計処理について １．取引の経緯」に記載のとお

り、ＣＣの株式購入価額は、ＣＣの株式取得時点での簿価純資産を大きく超えているため、減損処理

の検討が必要になった。その2年間の検討推移など、第三者調査委員会として調査期間中に、前任

監査法人に面談を申し入れ、平成19年３月期、平成20年３月期の減損に関する会計処理についてヒ

アリングを実施し、減損の時期と金額について妥当性を確認した。  

 

(3） 買収関係書類の確認並びに関係者へのヒアリングの結果、取引の経緯、会計処理の経緯全般にお

いて、不正な行為は一切認められなかった。 

 

第４．「固定資産（ソフトウェア）評価損」の会計処理について 

１．取引の経緯 

ＴＣＳは、それまで14年間使用し老朽化していた基幹システムを刷新するため、平成16年９月から基幹シ

ステム再構築プロジェクトを開始し、投資総額346百万円、期間にして５年10ヶ月掛け、平成22年７月に稼

働させた。 

ＴＣＳは、顧客からの受注が拡大し、自社のシステム開発案件に適切な人員を割けない中、平成17年３

月、当時ＴＣＳの外販ビジネスの大きな仕入先であったシステム開発会社であるＡ社に、100百万円で開発

を委託したが、度重なるＡ社側プロジェクトマネージャ（PM）の交替、ＴＣＳ側の要求仕様の拡大等の事情

で開発が遅れ、信頼できるPMを指定することを条件に平成18年２月に50百万円追加投資を決定した。とこ
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ろが、平成18年11月に行ったシステムテストにおいて、会計上必要な機能が盛り込まれていないことが発見

され同月予定していたカットオーバーを延期した。その後、プログラムの改修も視野に入れ、Ａ社に63百万

円支払い、約１年掛けて要件再確認を行わせたが、平成19年11月に提案されたＡ社による追加工数が多

大であったため、ＴＣＳはやはり取引関係であったB社にＡ社の開発内容の検証を依頼し、やり直しが必要

であるという調査報告を受け、Ａ社への開発委託を断念した。その時点において、Ａ社に221百万円、Ａ社

要件定義担当者の転職先会社に13百万円、総額234百万円を投資済であったが、平成20年１月に、Ａ社

を中心的委託先とする基幹システム再構築プロジェクトは頓挫した。 

Ａ社の後をうけ、ＴＣＳ側も専任担当者３名をプロジェクトに専念させることを決定し、B社に要件定義・基

本設計を44百万円で委託した。また、平成20年12月から、B社が作成した設計書をもとに、プログラム製造

工程以降を株式会社Ｅ（以下、「Ｅ社」という）他３社に開発を委託し完成させたシステムは、平成22年７月カ

ットオーバーした。 

 

２．会計処理の経緯 

ＴＣＳは、基幹システム再構築プロジェクトに関して、投資総額346百万円のうち、294百万円をソフトウェ

ア（ソフトウェア仮勘定）として資産計上した。平成22年３月期に、基幹業務システムの開発工程の終了に伴

い、ソフトウェアの資産評価を実施したが、過去の設計の経緯からその資産性を評価することを困難と判断

し、再取得価格を採用した。その結果、ソフトウェアを160百万円と評価し、差額の134百万円を固定資産評

価損として計上した。 

 

３．第三者調査委員会としての見解 

(１) 固定資産評価損の計上時期及び計上金額の妥当性について 

以下(２)「(１)の結論に至った理由」欄記載の理由により、固定資産評価損の計上時期及び計上金

額とも妥当性を欠くと考える。 

 

(２)  (１)の結論に至った理由  

① ソフトウェアの資産計上について 

固定資産（ソフトウェア）評価損の検討に際して、以下のアプローチを採用した。 

A. ＴＣＳが、元から採用している基本設計以降の部分に関し、システム会社へ支払うシステム設 

計費と、同じくシステム会社に支払うプログラム開発費をソフトウェアとして計上するという資産

化方針は一般的であり、これを踏襲した。したがって、社内検収工数、外注によるテスト支援

工数は含めていない。 

B. 複数回実施された基本設計については、現在完成しているシステムと比較検討し、B社が行

った設計作業を正として採用した。 

C. Ｅ社の行った160百万円の再取得価格は、提案依頼書を提出した場合に、そのような見積もり

がなされることは十分考えられ、一つの指標とはなるが、以下の4点から採用すべきではない

と判断した。 

・少額であるが要件定義フェーズが含まれていること 

・詳細設計、製造フェーズが若干高めの印象をうけたこと 

・全面請負を想定した金額であること 

・ＴＣＳの基準があり、実際原価が算出されており、それを採用するのが妥当であること 

② ソフトウェア（ソフトウェア仮勘定）の除却時期及び除却金額について 

前記「１．取引の経緯」に示したとおり、平成18年11月のカットオーバー延期に至るまで、Ａ社らへ支

払った163百万円までは、プログラムの製造工程も完了し、テストも実施したので、資産として計上する

ことは「① ソフトウェアの資産計上について」のアプローチに示す基準に従い認め、その後の要件再

確認において不足部分の改修のみを行うつもりであったことがプロジェクト会議の議事録から判断でき

るため、除却時期とはしない。 

この要件再確認を広く行い機能の抜け漏れをつぶしていくうちに、不足部分の改修という範囲を超

え、結果としてデータベース設計が大きく異なる程度まで、この要件再確認フェーズを1年に亘りＡ社
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に63百万円かけて実施しており、その結果それまで構築したプログラム流用部分が殆ど無くなり、シス

テム全体を再構築せざるを得なくなっている。Ａ社社長は平成19年9月のプロジェクト会議において

「プログラムの流用は殆どできない」旨の発言をし、その結果ＴＣＳは平成19年11月に180人月もの追

加工数の提案を受けている。こうした事実が基点となってＴＣＳは、平成19年12月、B社にＡ社の開発

内容の検証を依頼し、平成20年1月にやり直しが必要と判定を受け、同じく平成20年1月末にＡ社への

開発委託を断念しており、この時点で資産性が毀損した211百万円を除却すべきである。 

委託会社 委託業務 期間 委託金額 除却額 

Ａ社 コンサルティング 

要件定義 

平成16年9月～ 

平成16年11月 

8百万円 

Ａ社 開発 

（当初契約＋契約延長） 

平成17年4月～ 

平成18年11月 

150百万円 135百万円

Ａ社要件定義担当

者の転職先会社 

開発 平成17年5月～ 

平成18年2月 

13百万円 13百万円

Ａ社 開発 

（要件再確認） 

平成18年12月～ 

平成19年11月 

63百万円 63百万円

計 234百万円 211百万円

③ ②の結論に至った理由 

A. B社が基本設計の最重要項目であるデータベース設計をやり直している。 

B. 開発ツールをIntra-martからRPGに変更し、それに伴い、画面設計をやり直している。 

C. B社はＡ社の基本設計を流用せず、基本設計をやり直していると判定できる。これがもっとも大き

な理由である。 

D. 付帯的理由として、Ａ社がその後も共同で開発に関与していれば、部分的に価値を認めるとい

う余地もあるが、それも無いことから全額除却すべきと判断した。 

 

（3） プロジェクトの議事録、作成物の確認、ならびにプロジェクト関係者へのヒアリングの結果、取引の経

緯、会計処理の経緯全般において、不正な行為は一切認められなかった。 

 

４．本取引に関する問題点 

ＴＣＳは、プロジェクトの目標を達成すべく、月次等定期的に経営者に対しプロジェクトの進捗状況を

報告し承認を求める体制を確保していたが、Ａ社を委託先とする平成16年９月から平成19年11月の間、

社内のシステム開発管理経験者をプロジェクト管理者として投入していなかったため、進捗状況把握や

プロジェクト遅延対策の立案が委託先の意見に大きく影響された。そのため平成20年1月、B社からやり

直しが必要であるとの調査結果を受け、Ａ社への開発委託を断念した時点においても、委託先変更前

に計上していたソフトウェアの資産性が大きく毀損していたという認識が不足していた。 

 

第５．コーポレートガバナンス強化について 

１．体制および人員配置 

企業の経営は、その所有者である株主から委託されたものであり、ＴＣＳ経営陣は常にその受託者責任

を認識して経営にあたる必要がある。そのため経営者は常に的確な判断を行うために、充分な体制および

人員配置を行う必要がある。基幹システム再構築プロジェクトにおいては、ＴＣＳ顧客からの受注が拡大し、

自社のシステム開発案件に適切な人員を割けなかったのであれば、社外にそのリソースを求め、委託した

開発の状況を正確に把握し、的確な判断を行う体制を確保すべきであった。 

実際ＴＣＳは、Ａ社への開発委託を断念した平成20年1月以降、社内の適任者を専任で投入し、その後は

やり直すことなく平成22年７月にカットオーバーしている。 

 

２．取締役の牽制効果 

ＴＣＳ経営陣は、毎月の取締役会のみならず、毎週開催される役員ミーティングにおいて、適時充分な検
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討や議論が行われており、取締役相互の牽制効果が認められる。より公正かつ透明な経営を実現するた

め、毎週の役員ミーティングにおいても、取締役の職務執行に係る情報の保存および管理に関する体制を

敷き、重要な意思決定および報告に関して、文書を作成し適正に管理すべきである。 

 

３．内部監査体制、監査役体制 

ＴＣＳは、平成19年10月、監査室にシステム開発管理経験者を１名増員している。また、平成20年６月、

監査役１名の任期満了に伴い、新たに公認会計士の資格を有する社外監査役が選任されている。 

報告日現在、内部監査については、社長直轄の内部統制監査担当部門である監査室２名が担当して

おり、監査室と常勤監査役は、定期的に内部統制監査の方針・計画の打合せを行い、各部署の業務が適

切かつ有効に運用されているかを監査し、その結果を月次の定例会で社長に報告している。 

監査役監査については、常勤監査役（１名）はＴＣＳの経営に精通しており、取締役会や毎週の役員ミー

ティングをはじめとする経営に関わる重要な会議に参加し、経営の適正性を常に検証している。また、非常

勤監査役（２名）は、社外監査役として独立性を確保した立場を活かし、経営監視の実効性を高めている。

非常勤監査役の１名は弁護士として主に法的な見地から、もう１名は公認会計士として、財務・会計の見地

からそれぞれ経営課題に対処している。 

 

以 上 
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